
新築住宅の雨漏り（２０２６年８月２０日掲載） 

メーカーに修繕や損賠請求を 

【質問】 

 注文住宅で念願のマイホームを建てました。しかし実際に住んでみたら１カ月で雨漏り

がするようになり、非常に困っています。ハウスメーカーに対してどんな請求ができます

か。また、どんな手続きをとればよいですか。 

 

【回答】 

せっかく建てた新築住宅で、わずか１カ月で雨漏りが発生したとのこと、大変お困りで

あろうとお察しいたします。 

 ハウスメーカーに対する法的請求として、契約内容に適合しない欠陥（契約不適合）が

ある場合、その修繕を求める「修補請求」（雨漏りの原因箇所の修繕請求）や、雨漏りに

よる損害の「損害賠償請求」が可能です。新築住宅の雨漏り（雨水の浸入を防止する部

分）については法律（住宅の品質確保の促進等に関する法律‖品確法）により、引き渡し

から・年間はハウスメーカーが重い責任を負うことが義務付けられています。 

 対応のポイントとして、まずは雨漏りの箇所や時期、被害の状況を写真や動画で詳しく

記録に残した上で、メーカーに修補を申し入れてください。後々の証拠として、やり取り

は書面（内容証明郵便等）やメールで残すことも重要です。 

 話し合いが進まない場合は、公的な解決手続きを検討しましょう。選択肢としては、新

築住宅に住宅瑕疵担保責任保険などが付いている場合は、各都道府県の弁護士会に設置さ

れている「住宅紛争審査会（指定住宅紛争処理機関）」の利用が考えられます。そこで

は、弁護士や建築士などの専門家が中立の立場で行う調停やあっせん、仲裁などを利用で

きます。 

 審査会でも解決しない場合は、裁判所が仲介する「民事調停」、あるいは最終手段とし

て裁判を起こす「訴訟」があります。 

 住宅紛争審査会は原則１万円という低額な費用で利用できるメリットがありますが、相

手方の態度がかたくなで話し合いによる合意が見込めない場合には、裁判所へ訴訟を提起

し、判決による強制的な解決を図ることになります。 

 雨漏りは放置すると建物の劣化を早めます。上記のいずれの手続きにおいても、早期段

階の証拠保全と書面による記録が重要です。また、雨漏りは、その原因がはっきりとわか

りにくいこともあります。まずは、雨漏りの原因について、施主側で建築士などの専門家

に相談し、その上で法的手続きについて弁護士に相談されることをお勧めします。 

 （弁護士 小泉真一） 

 


